
視察後に行われた記者会見で、鳥井副会頭
は、「大阪・関西だけの万博ではなく、今後の
日本のためにもその成果を生かしていく必要が
ある」との考えを表明。上野副会頭は、「2027
年に横浜で園芸博覧会が開催される。園芸博
は大阪・関西万博の成功なくしてはあり得ない。
成功のために可能な限り協力する」と述べた。
嶋尾副会頭は、
「ベクトルを合
わせて、しっか
りスクラムを組
んでやっていこ
うという意識を
確認できた」と
機運醸成に意
欲を示した。
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会頭視察

国内投資拡大のための官民連携フォーラム

万博建設会場など訪問

「国内投資促進パッケージ」を公表

日本商工会議所の小林健会頭は2023年11月
13日、2025年日本国際博覧会の会場予定地な
どを視察した。視察には、鳥井信吾副会頭（大
阪・会頭）、嶋尾正副会頭（名古屋・会頭）、上野
孝副会頭（横浜・会頭）、川崎博也副会頭（神戸・
会頭）、石田徹専務理事ら15人が同行。完成す
ると世界最大の木造建築物となるリング（大屋
根）や建設中のパビリオンの進ちょく状況など
を確認した。その後、博覧会協会の石毛博行事
務総長との意見交換を実施した。
意見交換で石毛事務総長は、全国の商工会
議所に万博の意義などを伝える説明の機会を
要望。小林会頭は、「関西地区とその他の地域の
機運醸成に関し温度差がある」としながらも、
魅力的なコンテンツを商工会議所のネットワー
クを活用して発信する方針を示した。

政府は2023年12月21日、「第４回国内投資
拡大のための官民連携フォーラム」を首相官邸
で開催し、「国内投資促進パッケージ」を取り
まとめ、公表した。パッケージは、GX、DX、
経済安保・フロンティア、産業インフラ、物流
など「分野別の戦略投資」、人への投資、中堅
企業・中小企業、スタートアップなどの「横断
的な取り組み」、資産運用立国実現、輸出促進
などの「グローバル市場を見据えた取り組み」
の三つの柱で構成。11府省庁の205の投資推
進策を盛り込んだ。
会合に出席した日本商工会議所の小林健会

頭は、中小・中堅企業の「稼ぐ力」の向上や、
潜在成長率の底上げに資する対策が多く打ち

出されたことを高く評価。「各種支援策を周知・
活用し、中小企業の自己変革と地域の持続的
発展を全力で支援する」と述べた。
岸田文雄首相は、「来年は中堅企業元年とし

て、本パッケージに位置付けられた施策を実
行するとともに、これを皮切りに、中堅企業向
けの政策体系を、政府一丸となって構築して
いく。中小企業
は省力化支援、
賃上げ税制の強
化を通じて、人
的投資を後押し
する」との考え
を表明した。

2024年１月発行

会場を視察する小林会頭（右）と鳥井副会頭

首相官邸で開催された官民連携フォーラム
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日本商工会議所発行の旬刊紙・月刊誌のご案内

日本商工会議所発行の月刊ビジネス情報
誌。経営や地域活性化のヒントになる好
事例を紹介する特集や各界で活躍する著
名人の素顔に触れる「あの人を訪ねたい」
など、厳選の企画・連載が目白押しです。

日本商工会議所が月３回発行する
新聞。日商や全国各地の商工会議
所の政策提言や事業活動をはじめ、
ビジネスに役立つ情報が満載です。

月３回発行（１日、11日、21日）
１部139円  
年間購読料4,400円（送料・税込）

毎月10日発行
１部535円  年間購読料5,700円（送料・税込）

日本商工会議所の
ビジネス情報誌

地域・中小企業を元気にする

お問い合わせ先

商工会議所は、地域の商工業者の応援団です。

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら

購読申し込み、
広告出稿のご案内
はこちら
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となっている中小企業は引き続き対象外とし、
今後、減資を行う大企業のみを対象とする見
直しが行われることとなった。
日本商工会議所の小林健会頭は、今回の改
正について「中小企業の構造的・持続的な賃
上げや成長投資を力強く後押しする税制措置
が数多く講じられた」と高く評価。中小企業向
け賃上げ促進税制の延長・拡充については、「中
小企業経営者に対する賃上げへの強力な政府
からのメッセージとして受け止め、賃上げの裾
野をより多くの中小・中堅企業に広げてまいり
たい」とコメントした。

2024年１月発行

与党税制改正大綱

商工会議所の要望が結実
自由民主党、公明党は2023年12月14日、「令
和６年度与党税制改正大綱」を公表した。今
回の改正では、各地商工会議所と連携し、粘
り強く陳情活動を展開した結果、多くの要望項
目が反映された。
事業承継税制については、税制適用の前提

となる特例承継計画の提出期限が２年延長。
新しい提出期限は26年３月末となった。
中小企業向け賃上げ促進税制については、
既存の枠組みを維持しつつ３年延長が決定。
経営状況の厳しい中小企業の実態を踏まえ、
昨年から要望していた繰越控除措置が新設さ
れ、繰越期間は、税制措置としては史上最長
となる５年間となった。
交際費を800万円まで全額損金算入できる中
小企業向けの特例措置は３年延長。また、交
際費から除外される飲食費の上限額が１万円
に大幅に引き上げられた。
外形標準課税については、商工会議所の「中
小企業への適用拡大には断固反対」とする強
い要望が実現。現在、外形標準課税の対象外

2023年12月21日
の記者会見で今回
の大綱を評価する
小林会頭


